
県域水道一体化の目指す姿と方向性
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水道事業が抱える課題

◆人口減少等による水需要の減少

◆老朽化施設の更新や耐震化対応による投資費用の増大

◆職員の減少、退職に伴う技術力低下、人員不足

ⅠⅠⅠⅠ 水道水道水道水道事業事業事業事業が抱える課題と対応の方向性が抱える課題と対応の方向性が抱える課題と対応の方向性が抱える課題と対応の方向性

水道の一体化を推進

（県域水道ファシリティマネジメントをより進化させる）

H29 H34 H39 H44 H49

H29 H34 H39 H44 H49

H18 H21 H24 H27

H52

単独での水道事業継続が困難

（上記課題に対する対応が厳しい、料金の大幅値上げの可能性大）

約５７０人約７００人

H52

約３０億円 約１６０億円

約１４０百万㎥ 約１１０百万㎥

◆業務の効率化（各種システム統合、業務の統合等）を推進

◆施設投資の最適化をより推進

（施設共同化による統廃合、ダウンサイジング）

◆水源の適正化を達成（基幹浄水場への集約）
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五條吉野エリア

簡易水道エリア

●水源確保と施設の共同化●水源確保と施設の共同化●水源確保と施設の共同化●水源確保と施設の共同化

（検討中（検討中（検討中（検討中））））

県営水道と市町村水道の統合

●送配水施設の●送配水施設の●送配水施設の●送配水施設の効率化効率化効率化効率化

●浄水場（水源）の●浄水場（水源）の●浄水場（水源）の●浄水場（水源）の統廃合統廃合統廃合統廃合
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●●●●業務業務業務業務支援（技術支援・業務委託）支援（技術支援・業務委託）支援（技術支援・業務委託）支援（技術支援・業務委託）内容内容内容内容の具体化の具体化の具体化の具体化
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一体化

五條吉野エリア

県営水道エリア

簡易水道エリア

ⅡⅡⅡⅡ 一体化一体化一体化一体化の目指す姿の目指す姿の目指す姿の目指す姿

目標

・業務の効率化

・持続可能な体制づくり

目標

先行して県と１市３町の

企業団設立（検討中）

目標

県営水道と奈良市営水道

の浄水場（水源）に集約

受皿組織設立

●●●●広域的広域的広域的広域的な支援体制の構築な支援体制の構築な支援体制の構築な支援体制の構築



ⅢⅢⅢⅢ 上水道一体化の方向性上水道一体化の方向性上水道一体化の方向性上水道一体化の方向性

一体化の項目一体化の項目一体化の項目一体化の項目 構想構想構想構想

１．組織・体制の統合１．組織・体制の統合１．組織・体制の統合１．組織・体制の統合 ・県と上水道実施２８市町村による垂直統合

２．浄水場（水源）の集約２．浄水場（水源）の集約２．浄水場（水源）の集約２．浄水場（水源）の集約

・県営水道エリアは３つの浄水場に集約（県営水道の２浄水場と奈良市浄水場）

・五條・吉野エリアは既存浄水場を活用

３．送配水施設の効率化３．送配水施設の効率化３．送配水施設の効率化３．送配水施設の効率化

・配水池容量（Ｈ５２水量比）を現状の３５時間容量から１８時間容量に削減

・管路のダウンサイジング

４．管理・運営の統合４．管理・運営の統合４．管理・運営の統合４．管理・運営の統合

・５箇所の拠点による広域監視

・各種システム共同化

５．水質管理の統合５．水質管理の統合５．水質管理の統合５．水質管理の統合 ・公的検査機関（３機関）を統合

平成２９～５２年度の２４年間の経費（投資・運転）の削減額は約８００億円（現在取組中の県域水道ファシリティマネジメントによる削減額含む。今後の検討によって変動する。）
１．組織・体制の統合

現在の上水道事業市町村自己水 県用水供給４市町 １７市町 ７市町村 経営統合

統合組織

２８の上水道事業を経営※ 将来的には事業統合（料金の統一）を目指す。一体化

集約案（県営水道エリア）

●３浄水場（奈良市緑ヶ丘、県御所・桜井）に集約

●上記以外の浄水場については廃止を検討。廃止時期

は、浄水場の更新又は大規模改修が必要となる時期を

想定

（多額の投資無しで活用できる間は、活用）

集約案（五條・吉野エリア）

●吉野町飯貝浄水場を廃止

●五條市小島浄水場をダウンサイジング

２．浄水場（水源）の集約

吉野町飯貝浄水場（廃止）五條市小島浄水場（旧系統廃止）

奈良市緑ヶ丘浄水場
県営水道桜井浄水場県営水道御所浄水場
：基幹浄水場：集約する浄水場

投資が必要となる時期に３浄水場へ順次集約



配水池の効率化案

管路の効率化

水需要の減少を考慮し、管路更新時にダウンサイジング

（Φ１００以下は配水変動の影響を大きく受けるため、現状維持）

●県及び市町村の垣根を越えて、配水池の統廃合及びダウンサイジングを検討●現状のファシリティマネジメントの取組に加えて、地形を考慮した「統廃合の追加検討エリア」を提案
県域全体の配水池容量を１８時間程度（Ｈ５２水量比）に適正化（現状は３５時間で過大）●さらなる統廃合及びダウンサイジングを検討（標高が低い配水池は統廃合、標高が高い配水池はダウンサイジング）

３．送配水施設の効率化

検査依頼

検査依頼検査依頼

検査依頼

県内の公的検査機関

（H29年度以降は３機関）

� 県内の公的水質検査機

関（３機関）を統合

� 水質検査箇所を１箇所

から３箇所に増設

統合案

県内の公的検査機関を

すべて統合

５．水質管理の統合

統合前 統合後

４．管理・運営の統合

統合後（案）

５拠点にて監視制御

桜ヶ丘浄水場管轄桜ヶ丘浄水場管轄桜ヶ丘浄水場管轄桜ヶ丘浄水場管轄御所浄水場管轄御所浄水場管轄御所浄水場管轄御所浄水場管轄桜井浄水場管轄桜井浄水場管轄桜井浄水場管轄桜井浄水場管轄広域広域広域広域水道水道水道水道センター管轄センター管轄センター管轄センター管轄 緑ヶ丘浄水場管轄緑ヶ丘浄水場管轄緑ヶ丘浄水場管轄緑ヶ丘浄水場管轄 ：容量５００ｍ３以上の配水池：市町村浄水場：廃止する市町村浄水場・配水池：廃止を検討する市町村浄水場 各種システムの共同化

� 水道事業に関するシステム（設計積算・料金・

マッピング）を共同化

� 内部事務システム（財務会計や文書管理）を

共同化・電子化

広域監視体制の確立

� 管理の拠点を５箇所（奈良市緑ヶ丘、大淀町

桜ヶ丘、県御所・桜井・広域水道センター）に

集約

� ５拠点に集中監視制御システムを構築

：現状のFMによる統廃合：統廃合の追加検討エリア



ⅣⅣⅣⅣ 簡易水道の体制強化簡易水道の体制強化簡易水道の体制強化簡易水道の体制強化

ⅤⅤⅤⅤ 県域水道一体化スケジュール県域水道一体化スケジュール県域水道一体化スケジュール県域水道一体化スケジュール

将来構想検討

施設共同化・長寿命化の検討（イメージ）

目標年度 H28 H29 H30 H31～H37 H38 ・・・ 10年以内先行施策
上水道
簡易水道

一体化の素案作成
水質管理の統合

・現状分析・市町村調査

上水道の事業統合
〔浄水場（水源）の集約・料金統一〕

施策の吸収・県水転換、直結配水等の促進・広域化推進（磯城郡（一部事務組合立ち上げ予定）、上牧町・王寺町・河合町（施設共同化）、五條・吉野エリア）・簡易水道支援
●一体化モデル作成

●市町村との協議
●目標年次等スケジュール作成

組織・体制の組織・体制の組織・体制の組織・体制の統合統合統合統合 協議協議協議協議の場の設置の場の設置の場の設置の場の設置基本基本基本基本協定協定協定協定のののの締結締結締結締結○施設共同化○県営水道や大規模事業体による業務支援○支援メニュー（案）・技術支援・業務受託（事務の代替執行等）
前期前期前期前期中期中期中期中期 具体的内容の具体的内容の具体的内容の具体的内容の合意合意合意合意形成形成形成形成後期後期後期後期 受皿組織設立

県域水道一体化
県域水道一体化
県域水道一体化
県域水道一体化のののの目指目指目指目指すすすす姿姿姿姿とととと方向性方向性方向性方向性のののの策定策定策定策定県営水道による技術支援・経営改善支援事業（モデル村）・市町村協議 ＜検討項目＞・施設共同化・業務共同化・業務支援・民間活用 等

管理・運営の効率化浄水場（水源）の集約、送配水施設の効率化 加速上水道の経営統合
（県・市町村で経営母体設立）
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支援体制の確立

県内水道事業体が実施する４つの支援制度を

確立し、計画立案から維持管理まで総合的に

体制補強を図る

� 計画策定・設計支援

� 工事代替執行

� 維持管理支援

� 応急対応支援

【施設面】

簡易水道施設を地理的条件・管理実態により、

「施設共同化対象施設」、「長寿命化対象施設」、

「その他（代替手法検討施設 等）」に分類

【業務面】

支援が必要な業務や共同処理できる業務を抽出

し、広域的な支援体制構築の実現可能性を検討

支援制度による体制補強を基礎として、以下の視

点で簡易水道エリア全体の将来構想を検討

：簡易水道施設※白抜き記号はソフト統合済の施設を示す：簡易水道エリア
簡易水道施設位置図

(飲料水供給施設含まず)

長寿命化検討エリア
施設共同化検討エリア

※エリア分けはイメージであり、詳細は今後の検討により決定


